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 （目的） 

第１条 本ガイドラインは、東京大学教職員の行為の適正性を確保するための準則である東京

大学教職員の利益相反に関するセーフ・ハーバー・ルール（令和２年４月１日利益相反マネ

ジメント委員会制定。以下「セーフ・ハーバー・ルール」という。）を補完し、その一部を構

成するものとみなす。 

 

（ガイドラインの基本的考え方） 

第２条 東京大学大学院新領域創成科学研究科（以下「研究科」という。）は、東京大学利益相

反ポリシー（令和２年３月２６日役員会議決）に則り、産学官連携活動の社会的信頼を保つ

ために努力し、産学官連携による研究科の研究成果の社会還元を積極的に推進する。特に研

究科に対する社会からの大きな期待に応え、公共性を保持するために、情報公開による透明

性の確保と継続的な点検評価の実施を、利益相反マネジメントの基本方針とする。 

 

 （適用範囲） 

第３条 本ガイドラインは、研究科の常勤の教職員（東京大学利益相反マネジメント委員会規

則第９条第１項で定める教職員。以下「教職員」という。）に適用する。 

  

 （成果の発表） 

第４条 研究科における教育又は研究の成果を発表する著作及び講演等の活動は、利益相反マ

ネジメントの対象行為に該当しないとみなす。 

 

 （学会運営等） 

第５条 次の教職員の行為は、利益相反マネジメントの対象行為に該当しないとみなす。ただ

し、研究科の教育又は研究活動の一環と認められない場合、当該行為に携わった時間が相当

と認められない場合、又は当該行為から得た報酬等の利益の額が相当と認められない場合は、

この限りでない。  

 (1) 学会等学術研究上有益であると認められ、当該教職員の研究分野と密接な関係がある団

体の運営に関わる活動  

 (2) 教育又は研究を奨励するための活動 

 (3) 国又は地方公共団体の審議会又はこれに準ずる委員会等における活動  

 

 （共同研究等） 

第６条 東京大学民間等共同研究取扱規則（以下「共同研究取扱規則」という。）又は東京大学



 

  

受託研究取扱規則（以下「受託研究取扱規則」という。）に従い受入れ決定のなされた研究（以

下「共同研究等」という。）につき、研究担当教職員としてなす教職員の行為は、利益相反マ

ネジメントの対象行為に該当しないとみなす。ただし、共同研究等の相手方又はその親会社、

子会社等の関連会社が次に掲げる企業等である場合であって、①当該事実が共同研究等の受

入れ決定に係る審査の際に研究科長及び学術経営委員会に開示されていなかったとき、②当

該事実が共同研究取扱規則第４条第４項、第１２条及び第１３条並びに受託研究取扱規則第

４条第３項、第１１条及び第１２条に定める通知・報告・公表事項に含まれていなかったと

き、又は③当該事実が東京大学利益相反マネジメント委員会に報告されていなかったときは、

この限りでない。 

 (1) 教職員又はその２親等内の親族が取締役、執行役、その他理事者（以下「取締役等」と

いう。）を務める企業等 

 (2) 教職員又はその２親等内の親族が発行済株式総数の５％以上の株式（新株予約権等の潜

在株を含む）を有する株式会社 

 (3) 教職員又はその２親等内の親族が総社員の持分の５％以上の持分（潜在持分を含む）を

有する持分会社等の企業等 

２ 前項に定める共同研究等の相手方企業等への学生の派遣は、利益相反マネジメントの対象

行為に該当しないとみなす。ただし、教育目的に反する場合はこの限りでない。 

 

（兼業） 

第７条 東京大学教職員兼業規程に従い兼業を認められた活動（第４条及び第５条により利益

相反マネジメントの対象行為に該当しないとみなすものを除く。）については、その全ての活

動に従事した総時間（実労働時間をいう。）が年間４１６時間を超えず、かつ、その報酬等の

利益の総額が当該教職員の東京大学における年間給与支給総額未満の場合は、利益相反マネ

ジメントの対象行為に該当しないと推定する。  

２ 東京大学利益相反マネジメント委員会規則第９条第１項の規定に基づき、産学官連携活動

に携わる教職員が提出する利益相反に関する自己申告書の記入にあたっては、東京大学教職

員の利益相反に関する自己申告書記入要領に定める時間及び金額を基準とする。 

 

 （調達等） 

第８条 研究科の教職員が行う、第６条１項１号から第３号に掲げる企業等からの物品、サー

ビス等の購入については、その年間購入金額総額が１００万円を超過する場合は、事前に研

究科利益相反アドバイザリー委員会の承認を得なければならない。 

 

（上記以外の活動） 

第９条 第４条から第７条の規定により利益相反マネジメントの対象行為に該当しないとみな

し又は推定されるもののほか、事前に研究科利益相反アドバイザリー委員会の承認を得て行

う産学官連携活動について、その担当者としてなす教職員の行為は、利益相反マネジメント

の対象行為に該当しないとみなす。 

２ 研究科利益相反アドバイザリー委員会は、前項の承認を行う場合は、東京大学利益相反マ

ネジメント委員会の同意を得なければならない。 

 

 



 

  

（本ガイドラインの改廃） 

第１０条 本ガイドラインの改廃は、東京大学利益相反マネジメント委員会の承認を得なけれ

ばならない。 

 

附  則 

このガイドラインは、平成３０年４月２５日から施行する。 

 

附  則 

このガイドラインは、令和３年３月２４日に施行し、令和２年４月１日から適用する。 

 


